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住まいは生活の基盤をなす，きわめて高価な

買い物である。その選択と購入は個別のニーズ

が強く，消費者が高い関与を示すという特徴を

もつ。住宅に関する研究は建築，土木あるいは

デザイン系を中心に進められてきたが，個人生

活はもとより家族，地域社会，経済に及ぼす影

響も強いことから，多様な分野で研究がおこな

われている 。小論では，個別の消費者のニーズ

とウォンツに即して顧客との関わりを重視する

リレーションシップ・マーケティングの視点か

らマイホームを検討する。まずは問題の所在を

明らかにするために，現代マーケティングの基

本的な考え方について述べ，次にマイホーム市

場の概況をまとめる。そのうえで，現行の住宅

産業が抱える問題点を指摘し，マイホーム市場

に求められるマーケティングの諸策を IMCの

枠組みにそって検討する 。

１ 現代マーケティングの基本理念と本

研究の意義

現代社会では，企業が提供する商品・サービ

スの消費をまったく抜きにして日々の生活を送

ることは不可能といってよい。生活のすみずみ

まで商品化が行きわたり，マーケティングはあ

らゆる分野に導入されている。マーケティング

が現代社会ではたす役割を，あえてひとことに

要約すれば，幅広い意味の「交換」をとりもつ

架け橋であるといえる。

現代のマーケティングは，草創期における比

較的限定された種類の消費財という枠をはるか

に超えて市場で交換される対象すべてを包摂

し，生活の質を向上させるために，商品（財・

サービス・アイデア）の創案，価格の設定，コ

ミュニケーション，流通を効率的かつ効果的に

計画して実行する活動である。いまや営利企業

だけでなく非営利組織においても，価値ある「交

換」を通じて生活の質の向上をもたらす顧客満

足の追求が活動の理念に掲げられている。

今日ではかつて商品とみなされなかったさま

ざまな対象物や活動が市場で取引されるように

なり，消費の領域が生活のあらゆる面に及ぶ。

マーケティングにおける消費者行動研究は生活

全般を対象とし，従来の購買意思決定までの過

程に加えて，購入後の使用側面をいっそう重視

しなければならなくなった。

消費者行動には大きく分けて，製品への関

心・認知などの段階から購買時点までの購買行

動と，購買後の使用・利用・鑑賞・廃棄などの

側面にわたる消費行動とがある。もともとは市

場への働きかけを意味したとされる初期のマー

ケティング活動における関心は，もっぱら購買

行動，とりわけ購買意思決定に焦点が定められ

てきた。これに対し，1980年前後から主にアメ

リカの消費者行動研究者を中心とする「ポスト

モダン消費者行動研究」においては消費概念の

拡張が提唱された。すなわち，購買後の個人的

な消費体験，社会的ないし文化的に埋め込まれ

たモノの象徴的な意味や役割といった側面を重

視する動きが活発化した 。
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消費者行動が複雑になり，ますます需要動向

の予測が困難になるなかで，顧客満足の追求は

避けて通れない課題である。「顧客満足の追求」

というスローガンは，組織の維持と発展に欠か

せぬ必須の要件として，すでにいたるところで

声高に叫ばれている。しかしながら，異口同音

に発せられる「顧客満足」の意味するところは，

かならずしも明確ではない。「顧客重視」を標榜

しながらも，実際には新規需要の開拓ばかりに

熱心で，いったん販売契約が済むと当分は販売

できる見込みの薄い過去の顧客，すなわち「去

客」として軽視する傾向もみられる。「満足」に

かんしては，購入選択時において「不満のない

状態」であっても，使用してから問題に気づき

不満を感じるばあいも少なくない。実のところ，

汚れのあるところにクリーナーが求められるよ

うに，不満は満足を生む糧であり，苦情のなか

にビジネスチャンスがある。しかもクレームは

対応を誤ると，内容によっては組織の存続さえ

も脅かしかねない。従来に比べて消費者が直接

に会社へクレームを申し立てる傾向が強まり，

クレーム対応の専門担当者を配置する会社も増

加した。また会社に抗議せずとも，周囲の人た

ちに不満をもらす消費者も少なくない。口コミ

の効果はあなどりがたく，しばしば不満の表現

は誇張され，おもしろおかしく歪曲されて電子

のスピードで瞬く間に広がる危険性を孕んでい

る。

もっとも，消費者の思い通りに何でも言うが

ままを受け入れることが，はたして真の顧客重

視といえるのか，については疑問がある。本人

でさえ気づきにくい隠れた動機があり，悩んで

いるがゆえの混乱もある。相手が納得できる必

然的な理由にもとづき，専門家の立場から適切

な助言や提案がほしいという消費者もいる。い

ずれにせよ，マーケターと顧客との信頼関係が

不可欠である。

販売はマーケティングの最終目標ではなく，

ひとつの通過点にすぎない。むしろ「消費」は，

購入後にこそ本格的に始まるのであり，商品を

使用して感じる満足の質は生活全般との関わり

のなかで生じると考えるべきである。消費者が

購入選択の過程で受ける印象，さらには商品を

使用中もしくは使用した後でくだす評価として

の満足感こそが，マーケティングにおけるゴー

ルといわねばならない。消費者は，支払う金額，

かかる労力，割かれる時間に見合うだけの満足

を期待するのであり，楽しめる時間，省かれる

労力，高い満足感には相応の金額を支払うだろ

う。

消費者行動の複雑化，高度化，多様化は，個

別の生活価値観を反映した消費の姿として現れ

ている。かつての大量生産，大量販売，大量消

費というマス・マーケティングの図式は，いわ

ゆる万人向けのニーズを充足するには好都合

だった。しかし現代の消費者は生活水準が高度

化し，信念や嗜好にもとづきアソートメントと

しての商品群を取捨選択する傾向が強まってい

る。すなわち各々に固有の条件から，自分にふ

さわしい生活スタイルの構築をめざしている。

マーケターには，このような消費者の求めに応

じた商品の開発や提案が必要であり，消費者の

生活全体を理解する受容性とともに，専門的な

知見に裏打ちされた洞察力，柔軟な発想による

問題解決力がますます必要になる。

こうした状況に対応するために役立つと考え

られるのが，リレーションシップ・マーケティ

ングと IMC（＝Integrated Marketing Commu-

nication）である。リレーションシップ・マーケ

ティングは，顧客とのつながりに重きを置き，

個別の消費者のニーズとウォンツにこたえて信

頼関係を築く活動である。IMCとは広告プロ

モーションの訴求だけでなく，生活者の声にも

耳を傾け，求められる商品の開発，価格，購入

経路の設定などを含めて，総合的にマーケティ

ングコミュニケーションを調整する活動をい
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う。

現代マーケティングの理念に照らして，マイ

ホーム市場は未だ十分に消費者の満足を追求し

ているとはいえない。住まいは生活の基盤であ

り，消費支出の対象としてはきわめて高額であ

る。選択後の使用期間が長く，購入後の消費過

程が重要となる代表的な商品である。入居して

から不都合に気がつき，不満を訴えるケースも

多く，建築物や土地の取引をめぐるトラブルが

社会問題化している。商品は規格化されること

で効率性を発揮するが，不動産物件では地域（周

辺環境，ロケーション），地盤，土地の面積や形

状など，ひとつとして全く同じものがない。ま

た家族構成やライフスタイルなどによって，個

別の消費者のニーズとウォンツは異なる。機能

性本位だけでなく，ゆとりのある暮らしを求め

る，個性や趣味を中心にした生活を志向する，

など価値観そのものが大きく変わってきてい

る。購入選択にあたって消費者は今後ますます

慎重に，強い関与を示すと考えられる。

従来は長らく売り手市場にあった住宅市場も

転機を迎えつつあり，顧客との関わりを重視す

るリレーションシップ・マーケティングが要請

される。また建築物は膨大な部材の集合体であ

るため，関係する産業が多岐にわたり，建築依

頼から完成まで，さらには入居後の維持管理に

関わる多様な業務があり，それをいかに統合管

理するかをめぐって IMCが効果を発揮すると

考えられるのである。

２ マイホーム市場の現状

⑴ マイホームの定義，取得のタイプ

われわれは生まれてから死ぬまでのあいだに

膨大な「消費」を体験する。高額な商品には，

世界有数の宝石や芸術品，高度な医療サービス，

船舶，宇宙旅行などがあるが，一般の個人を対

象にした商品のなかで最も高額で関心が高いの

は，マイホームであろう。

マイホームは，いわゆる和製英語で，一般に

「個人の所有する住宅」としての「我が家」を

あらわす。いわゆる建売の分譲住宅やマンショ

ンに代表される共同住宅も含まれるが，本稿で

は「個人所有の一戸建て」に限定して検討する。

マイホームを初めて取得するばあいを第一次

取得といい，新築物件では以下の３種類が代表

的である。

① 土地と建物をそれぞれ異なる業者から新

しく購入

② 売建住宅：土地と建物を同じ業者でセッ

ト購入し，建物は自由に設計

③ 建売住宅：建築完了あるいはプランの決

まった建物を土地とセットで同じ業者から購入

なお，初めてのマイホームとして中古の一戸

建てを購入することもある。金融公庫では一定

条件を満たした中古物件についてリ・ユース住

宅融資を認めている。一定の住宅性能と維持管

理についての基準が設けられているほか，耐火

構造または高性能準耐火構造では1988年４月

以降に新築された住宅，それ以外については

1993年４月以降に新築された住宅で，敷地面積

が100m 以上，住宅部分の床面積（住宅の専有

面積）は60m 以上280m 以下，店舗などとの

併用住宅でない住宅などに限定され，その融資

額は新築物件の半額程度である。初めてのマイ

ホームを新築にこだわらなければ，日本では中

古建物の評価額が低いため，条件に適合する物

件なら築年数と状態によって堅実な選択になり

うる。

また，二度目以降の取得については，以下の

いずれかの形態をとる。

① 注文住宅：別の所有地に，自由設計の家

を注文して建てる

② 建て替え：住んでいる家を取り壊して建

て替える

③ 買い換え：今，住んでいる家を売却し，
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新しい家を買う

⑵ 日本の住宅市場の規模と特徴

住宅市場は近年では海外からの輸入住宅も増

えつつあるが，基本的に内需産業である。住宅

は膨大な部品の組み合わせで構成されるため，

関連する産業分野が多岐にわたり，国内経済に

及ぼす効果は大きい。建築にかかわる測量，設

計，建築資材，運送，工事などのほか，広告や

仲介販売の仕事を生み出す。住み手が新居に移

るにあたっては運輸や清掃などの支出，暮らす

際には家具，家電，クルマなど耐久消費財やイ

ンテリア用品の需要，居住後には金融・保険や

維持修繕に関わる居住関連支出，大規模な住宅

群の造成では新たに各種の商業娯楽施設での消

費も見込まれる。住宅金融普及協会が2000年の

実質民間住宅投資額20兆2320億円を用いて試

算した結果によれば，住宅投資の誘発付加価値

額（経済波及効果）は生産局面で21兆4862億

円，家計の消費局面で25兆7511億円，合計約

47兆円に達すると見積もられている 。

日本の戸建て住宅メーカーは，年間数万棟を

販売する大手もあれば，年に数棟の小さな工務

店もある。地域に密着した小規模の工務店から

従業員１万人以上を擁し全国展開する大企業ま

で，延べ10万社以上が存在するといわれる。

日本の住宅政策は戦後から高度成長期にかけ

て，まず質よりも量の確保が求められ，公共主

導によって宅地の開発や住宅建設が進められ

た。その後，相次いで登場した民間業者が住宅

供給の主体となって，「住宅の商品化」が進行し

た。

いま住宅業界の大手とされる企業群は，その

多くが1950年前後に設立され，いわゆる高度成

長期からバブル期を通じて事業規模を飛躍的に

拡大することができた。ただし大手メーカーの

シェアを合計しても３割程度にすぎない。小さ

な工務店は地縁，血縁を通して事業を継続して

いる構図がうかがわれる。

⑶ マイホーム需要の概要

日本においてマイホームの取得は，とくに大

都市部で新規に求めるばあいにおいて厳しい現

実がある。マイホームの取得は，親から相続す

る場合を除けば，商品としての購入が一般的で

ある。国土交通省が実施した「住宅市場動向調

査（平成14年度）」の結果によると，新規購入

（第一次取得）が大半を占めると考えられる分

譲住宅のばあい，全国平均で延床面積89.3m

で購入費が4300万円。また首都圏平均は，同様

に87.6m で4599万円となっている。これらに

比べて，従来からの持家を建て替えることが多

いと考えられる注文住宅（第二次取得者の割合

は76％）では，全国平均129.9m で3130万円，

首都圏平均は135.9m で3206万円となってい

る 。すなわち一次取得と二次では広さ，金額と

もに約1.5倍の格差がある。バブル崩壊後のデ

フレ経済下で取得価格は下落したとはいえ，賃

金やボーナスの削減も進むなかで，融資は原則

として収入の20％に抑えられるため，持てる者

（相続者）と新たに持つ者との間におおきな格

差が生じている。しかも20～30年にわたる長期

のローンを支払い終える頃には，リフォームま

たは建て替え期を迎える。しばしばマイホーム

は「一生に一度の高価な買い物」といわれるが，

図表１ 平均建築費・購入費・リフォーム費用及び

住宅の平均延べ床面積（首都圏）
（単位：万円，m）

建築費等 延床面積

注文住宅 3129.6(3206.1) 129.9(135.9)

分譲住宅 4300.1(4598.7) 89.3(87.6)

中古住宅 2798.3(2832.6) 84.4(80.8)

リフォーム 296.5(203.1) 107.1(97.9)

賃貸住宅 ― (―) 50.0(45.5)

出典：国土交通省「住宅市場動向調査」平成14年度

※ カッコ内は平成13年度
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耐用年数が欧米に比べて短く，また中古の建物

物件評価額が相対的に低い日本では，ことさら

割高感が強い（図表２参照）。

消費が落ち込むなかでも住宅需要は根強いも

のがある。1998年12月に総理府がおこなった

「住宅・宅地に関する世論調査」（図表３）に

よれば，「住宅の所有意向」は，76.7％（＝「所

有したい」65.0％＋「どちらかといえば所有した

い」11.7％）に達する。これに対して「所有す

る必要はない」は14.7％（＝「どちらかといえば

所有する必要はない」4.0％，「所有する必要は

ない」10.7％）にすぎない。「所有したい」理由

（選択肢項目からひとつ選択，有効回答1601

票）は高い順に，「同じところに安心して住み続

けたい」55.2％，「長い目でみると所有したほう

が有利」21.7％，「子供に財産として残したい」

11.1％，「室内の改造や模様替えが自由にでき

る」6.2％となっている。

一方で，住宅産業はクレーム産業とも呼ばれ

る。欠陥住宅，手抜き工事をはじめ，入居後に

気がつく不具合などをめぐるトラブルは絶えな

い。2001年度に消費生活センターおよび国民生

活センターに寄せられた相談は全国から約62

万４千件で，そのうち住まいに関する相談は，

建売住宅，請負住宅に関するものなどの合計で，

年間約３万９千件と報告されている 。

住宅は経年により建物や設備が次第に老朽化

し，ライフステージ，家族構成，生活環境の変

化などによっても不満が生じる。国土交通省（元

建設省）の「住宅需要動向調査」 によれば，「住

宅に不満のある世帯」の割合は1998（平成10）

年で47.5％，前回（５年前）の調査に比べて1.9

ポイント減少したものの，相変わらず約半数が

何らかの不満を抱えている。不満の内容を全体

でみると，高齢者等への配慮（今回始めての項

目）が66.4％で最も高く，遮音性57.6％，収納

スペース55.4％などとなっている。この結果か

らは，総じて高齢化が急速に進行するなかで対

応が不十分であることへの不安，ならびに静か

で安らぎのある生活を求める姿勢がうかがわれ

る。なお住宅形態別の不満率は持家42.9％，借

家56.8％と借家が高く，とくに民営借家（共同

建・設備共用）64.3％，民営借家（一戸建・長

屋建）64.2％の不満率が高い。この持借の不満

図表２ 住宅のストック戸数をフロー戸数で除した値（年）の国際

比較

“Annual Bulletin of Housing and Biulding Statistics for Europe”

（国連）および「住宅統計調査」（総務庁）より

出典：松村秀一『「住宅ができる世界」のしくみ』彩国社，1998年，p.138。
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図表３ 住宅・宅地に関する世論調査

資料：総理府「住宅・宅地に関する世論調査」

1998年12月調査，全国の20歳以上の男女対象（層化二段無作為抽出）
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格差からも，持家を志向する潜在需要の高さが

読みとれる。

⑷ 転機を迎えた住宅市場

先に述べたように，住宅および関連の市場は

国内経済に及ぼす影響が大きい。このため，経

済政策の重要な柱として不況期には住宅取得を

推進するための優遇策がとられ，これまでは急

激な落ち込みを下支えする役割を果たしてき

た。しかし，住宅および関連の市場は大きな転

期を迎えつつある。

すでにマイホーム市場は飽和化の段階に達し

ている。総務省（元総務庁）の「住宅・土地統

計調査」 によれば，1998年における全国の総

世帯数が4436万世帯なのに対し，総住宅数は

5025万戸である（図表４参照）。この調査（従前

は「住宅統計調査」）が開始された1948年の総

住宅数は1391万戸であり，半世紀の間に約3.6

倍に増加したことになる。1998年の「空家率」

は総住宅数の11.5％，数にして576万戸に達し

ている。

新設着工件数は減少しており，今後もこの傾

向が続くと予測される。バブル期の1990年や阪

神淡路大震災と消費税引き上げ前に駆け込み需

要のあった1996年には，年間の新設着工件数が

160万戸を超えていた。長引く景気低迷により

消費の落ち込みが続いていることもあり，ここ

数年は約120万戸に減少している。今後の見通

しは景気動向にも左右されようが，世帯数が

ピークを迎えるとされる数年後に一時的な需要

増が期待されるものの，以後は少子高齢化が本

格的に進行するとみられており，今後10年程度

で100万戸の大台を切るものと予測される。

以下では，家探しと家づくりの現状を探るた

めの体験調査を踏まえて，住宅市場をめぐる問

題点を明らかにし，IMCの枠組みを通して今後

の方策を検討する。

図表４ 住宅数と世帯数の推移

資料：総務省「住宅・土地統計調査」
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３ マイホーム市場が抱える問題と求め

られる対策

マイホーム市場の問題点については，私事に

なり恐縮だが，まず筆者自らが体験した家づく

り，家さがしをもとに述べることにしたい。

1997～98年にかけて延べ１年半にわたり家探

しをおこない，マイホームを購入した。そのと

きには，

① 予算と希望地を決めるため，新聞の不動

産広告（紙面，ちらし）を集めて比較検討する

② めぼしい物件については現地へ出向き，

不動産業者と話し合う

③ 家族と相談して希望地の条件を絞り，不

動産業者に登録して連絡を待つ

④ ハウジングセンターや希望地周辺を回

り，住宅メーカーと家のイメージを考える

などを行った。

このときの経験で判明したのは，住みたい場

所を選んで，住みたい家を思い通りに建てるこ

とが，現実には不可能だということであった。

バブル期の反省を踏まえて土地の転売を抑える

ために，一定期間内は土地だけの再取引に高額

の税金がかけられるようになり，流動性が極端

に低下した。よほどの幸運が重ならなければ希

望の条件に合う土地を入手できないのである。

住みたい地域は人気が高く，手ごろな価格で好

条件の土地はないと考えてよい。希望にかなう

場所はすでに建築・不動産業者が確保している。

高値で入手した土地は，なかなか値を下げられ

ず，転売もできないために建築条件つき，もし

くは建売で販売される。

都市部の人気住宅地で新たに売りにでる可能

性が高いのは，間口が15m，奥行きが20mと

いうような土地である。そのままでは予算をは

るかに上回るため，細長く分筆される。土地は，

ほかにも地盤，建設可能な種別や用途，接面道

路の道幅，隣地境界線の確定など実に複雑な条

件が絡み合う。周辺環境も，選択検討時のまま

にいつまでも不変とはいえない。とくに広大な

敷地が残存してきた住宅地では，世代交代や景

気の影響により，ある日突然，建物が取り壊さ

れてマンションの建設が始まるというような事

態が発生する。

筆者の場合，複数の希望地域のなかから土地

をさがし，そこに注文住宅を建てたいと考えて

いた。駅から徒歩５分程度，閑静で周囲に高層

建築物がなく，東南の角地，という条件を提示

したところ，不動産業者には「好きなだけ探し

なさい。一生でてきませんよ」と一蹴された。

バブル絶頂期に比べて希望住宅地の地価は半分

以下に下がっていたが，希望地が人気の高い住

宅地で何世代にもわたり住んでいる人たちが圧

倒的に多いことから，土地だけが売りにでるこ

とは滅多にないというのである。

結論からいえば，ほぼ希望の条件を満たす土

地で建売物件を広告前に見つけ，仕様変更を条

件に契約した。契約寸前まで進んだ物件が５件

あったが，最終的には土地で決めた。個人が周

辺環境に介在できる範囲はきわめて限られてい

る。家選びを妥協の産物といわねばならないと

すれば，周辺環境を優先すべきと判断した。

建物については，様々な点で希望を十分に満

たすものではなかった。外壁と窓が終わりこれ

から屋根にとりかかるところで，内部は階段を

除いて床も壁も手つかずだったことから，少し

でも希望を反映させることに腐心した。

図面を見て驚いたのは，現実の生活シーンを

よく考えていない設計が散見されたことであ

る。たとえば冷蔵庫の置き場がない。どこに置

くかと尋ねると，「お好きなところに」と返答が

あった。家電が大型化している実態を把握しな

いまま設計していたのである。システムキッチ

ンはすべてオーダーメードに変更し，標準設備

との差額を精算した。

電気コンセントの数は少なく，取り付け位置
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は習慣で決められていた。電話用のコンセント

は１階の１箇所のみ，テレビ用のアンテナ配線

口とガスコンセントはそれぞれ２箇所しか設定

されていなかった。電話については都合３箇所，

テレビとガスは６箇所に取り付けを求めた。ま

だ壁のない状態で増設と位置変更を依頼した

が，ずいぶん困惑された。

間取りは基本的に変えられないものの，１階

と２階あわせて和室が３室もある設計だった。

うち１室を洋室に変更した。ほかに，床の補強，

収納部の大幅な増加，断熱材の追加，壁材の変

更，備え付け設備の細かな変更などを盛り込み，

外溝工事はすべてを指定した。

希望が叶わなかった箇所もいくつかある。ド

アの材質を変えて拡幅する，大きすぎて重い窓

の大きさと位置を変更する，ペアガラスにする

などはできなかった。

ほかにも諸々の不満はあるが，施工の大部分

を腕自慢の大工さん一人がするという仕事ぶり

を間近で見学し，いろいろと話しを聞くことが

できて参考になった。設計変更の希望はまず大

工さんに打診し，「できる」という確答をもらっ

てから建築会社に交渉した。

こうした実体験から痛感したことは，日本の

マイホーム市場にはマーケティングがないか，

その意識と努力がきわめて乏しいことである。

我が家を建築した工務店の社長は，幸いにも方

針を変えてくださった。その後に建築した物件

のパンフレットには数々のアイデアが盛り込ま

れるようになった。

この例からも，できることをやろうとしない

で「できない」と言い張るのではなく，言われ

てからやるのでもなく，積極的にできることか

らしようという体質に変わることは可能であ

る。

４ 4Cにもとづくマイホーム市場改善

策の検討

マーケティングの目的を達成するために用い

る諸ツールの組み合わせをマーケティング・

ミックスと呼ぶ。なかでもマッカーシーの提唱

した4Pが有名であり，それらは製品（Prod-

uct），価格（Price），流通（Place），プロモーショ

ン（Promotion）から成る。注意すべきは，この

4Pがあくまで売り手の視点にたつことであ

る。4Pは運用の仕方によって，企業にのみ都合

のよい製品づくり，値づけ，業者間の癒着，情

報操作などを許し，ひいては顧客軽視の弊害を

もたらす。それは短期でみれば企業にとって得

策のように思われても，やがては消費者からの

信頼を損ない，組織の発展を阻害する原因にな

る。

ローターボーンは，売り手視点の4Pに代わ

る顧客視点の4Cを提唱した。すなわち，Con-

sumer Wants and Needs，Cost，Convenience，

Communicationである 。

IMCは，従来のコミュニケーションが広告を

中心に展開されてきたのを4C全体で統合し，

商品，価格，流通，プロモーションにわたるコ

ミュニケーションを一貫した内容になるよう，

内部組織の各部門の活動を有機的に調整する活

動である。この IMCを効果あらしめるには，会

社組織内部の各部門はもとより取引先との連携

が必要であり，消費者とのつながりが不可欠で

ある。

長らく売り手市場に甘んじてきた住宅産業

も，過剰供給と長引く不景気の影響で，市場を

めぐる状況の変化に遭遇し，今後はますます買

い手の立場を重視する方向へと転換していかね

ばならない。

では価値を高め，顧客の満足が得られるよう

にするためには，どういう点をいかに変えれば

よいのだろうか。マイホーム市場における4P
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から4Cへの転換について，具体的に検討する。

⑴ Product：Consumer Wants and Needs
 

ProductからConsumer Wants and Needs

への転換は，自社の都合を優先させ，勝手な思

い込みで製品をつくり，それに合う消費者を探

して売込をはかるのではなく，もとから顧客の

ニーズを尊重して必要とされるモノづくりをす

ることである。

現実の消費者が希望する条件にそぐわない

「押付けの紋切型」住宅プランが依然として横

行し，「出来合いの家」と「住みたい家」には大

きなギャップが存在している。その典型が「家

をもつのは一家四人で，世帯主が30代後半」と

いう偏った思い込みで設計された住宅である。

消費者のライフスタイルが従来に比べて多様

化し，家族の間でも個別化の傾向が顕著にみら

れる。夫婦だけの世帯，あえて独身を貫く単身

世帯が増え，結婚はしないで子を生み育てるシ

ングルマザーが注目されている。住み手の家族

構成や年齢層を問わず，外観，間取り，設備，

内装のすべてにわたって仕様をほぼ同じにして

済ませること自体に無理がある。たとえ建売住

宅ではあっても，ひとつとして同じ条件の広さ，

向き，形の土地に建つわけではない。少なくと

も，一棟ごとに異なる固有の特徴をいかした提

案が盛り込まれるべきであり，できるだけ住み

手の意思を尊重し希望を叶えられるように，施

工をしないまま残しておく余地も必要である。

住宅の品質については，「住宅の品質確保の促

進等に関する法律」が2000（平成12）年４月か

ら施行され，「基本構造部分の10年保証」「住宅

性能表示制度」「住宅専門の紛争処理機関」がス

タートした。しかし，この法律で義務づけられ

たのは，基本構造部分（柱や梁など住宅の構造

耐力上主要な部分，雨水の浸入を防止する部分）

について10年間の瑕疵担保責任（修補請求権

等）で対象も期間も限定されており，家を耐久

消費財並に考えている。

また，気密性・断熱性・耐久性を追求した新

建材の利用拡大にともなって，新築やリフォー

ム後の住居で頭痛や吐き気，目まいなどの体調

不良を訴える健康被害，いわゆるシックハウス

が社会問題化した。これを受けてシックハウス

軽減をめざす建築基準法改正が2003（平成15）

年７月以降着工の建築物を対象に施行され，新

築住宅だけでなくリフォームにおいて，①化学

物質のクロルピリホスを含む建築材料の使用禁

止，②ホルムアルデヒド使用の大幅な使用制限，

③住宅内24時間換気設備の義務づけ，を盛り込

んだ。この内容はシックハウスの拡大予防策の

端緒というべきであり，すでに発症している人

たちへの対策はなく，課題は残されている。こ

うした法改正がないよりは安心だが，むしろ根

本的な原因は長年にわたって培われてきた技術

を見捨てて，表面的な便利さを追い求めたこと

にあろう。

マイホームは，住み手にとって単なる箱でも

器でもない。そこに暮らす人たちが呼吸し活動

する場であり，食べ物以上に安全性の確保が求

められる。たかだか建設から30年未満のマン

ションが脆くも崩れ去った阪神淡路大震災を機

に，住宅の品質，安全性に対する意識は一段と

高まった。

老朽化した住宅は構造そのものに問題を抱え

るものもあろうが，その多くは水道管やガス管

などが腐食して生活を続けることに支障をきた

している。当初から，メンテナンスのしやすい

構造に改める対策が必要である。

⑵ Price：Cost

製造原価と流通マージンと利益を足して販売

価格を決める従来のやりかたは限界に達してい

る。消費者は限られた予算を出発点にすること

が多い。希望にあったスペックを維持しながら，

どこまで価格を抑えるかが重要である。また消
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費者は製品本体の価格に加え，入手までに要す

る費用，購入後の維持費，利用後の処分費など

のコストを含めて購入を考えている。

長引く不景気の影響もあり，コスト削減は至

上命題である。だから同じプラン，変わらぬ仕

様で統一しコストを切り詰める，という考え方

がある。しかし，消費者のニーズを無視し，品

質まで落とすコスト削減では本末転倒といわね

ばならない。すでに建築済みの建物で床や壁，

屋根裏がどうなっているかを見極め，妥当な価

格なのかを一般の消費者が判断するのは難し

い。価格と品質の関係がはっきりせず，不信感

を募らせる原因になっている。

規格を統一することでローコストを実現する

との説明は，一見すると合理的に思われる。け

れども，初めてマイホームの購入を検討する消

費者にとっては不透明でわかりにくい。詳細情

報を開示し，あとから第三者でも検証できる仕

組みが必要である。

また，常識的な標準設備と呼ばれる仕様のな

かに，住み手の意にそぐわぬ無駄なお節介があ

る。たとえば分譲住宅だけでなく，しばしば注

文住宅においても，１階南側には決まって大き

な掃き出し窓が設置されている。採光性と換気

を考えてのはずである。しかし，南側の道路ま

たは隣家との間が広くあって，境界線が高い塀

で遮られているばあいを除いて，たいていは留

守中も居室中も雨戸がしっかり閉ざされてい

る。防犯，遮音，断熱，目隠しのためである。

大きな窓は「引越しに不可欠」ともいえるが，

限定された用途のために南側に面した部屋の窓

すべてをことさら大きくする必要はない。現実

的な利用をよく考えずに勝手な思い込みで無駄

をもたらしている悪例である。

消費者の立場に配慮するコスト重視は，あく

まで品質を保ちながら作り手や売り手が自らに

起因する無駄を徹底して排除することが基本に

なる。その意味で，以下のコンビニエンスとコ

ミュニケーションにかかわるところも多い。

⑶ Place：Convenience

資材の調達から，消費者への製品供給，その

使用，廃棄・回収・再利用までに至る全サイク

ルにわたり，情報と技術を活かして物の流れを

合理化し，顧客にとって価値ある提案をするこ

とが求められる。これは個別企業単体での効率

化では成し遂げられない。他企業との共同連携

による効率的なサプライチェーンマネジメント

（SCM）をとおして達成される活動であり，

スーパーやコンビニなどでいち早く導入されて

きた。

ITの飛躍的な進歩と急速な普及にともなっ

て，ようやく住宅建築の分野にも，新しい波が

みられるようになった。鹿児島県では ITで地

域の中小工務店をむすぶ建築ネットワーク「鹿

児島建築市場」が稼動し，生産性の向上と経営

効率化の達成に成功した 。鹿児島県内の工務

店，不動産業者，専門工事業者，プレカット工

場など，地域の中小建築関連企業およそ160社

をインターネットでつなぎ，建設業のサプライ

チェーンマネジメントを構築したのである。使

用するCADの共有化，資材数量の自動算出，軀

体材の統一，問屋への資材発注の電子化，統一

材料の大量注文によりコスト削減を実現した。

また，共同物流センターの運営により，業種の

またがる建築資材を異なる企業の工事現場に巡

回配送し運搬を合理化した。さらに工事工程を

標準化し，現場にWebカメラを設置すること

により，現場管理や施工監理の業務を簡素化す

るとともに，必要な資材を必要な現場に必要な

時に届けるジャストインタイムが可能になっ

た。この実践成果を踏まえて全国26の都府県で

2003年10月から３ヶ月間にわたり「ITを高度

に利用した中小工務店，専門業者のネットワー

クによる住宅建設の現場管理，施工監理の効率

化と高付加価値化」の実証実験研究も行われ，
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鹿児島システムが全国に波及しようとしている

（図表５）。

⑷ Promotion：Communication

消費者は一方的な説得情報ではなく，参加で

きるコミュニケーションを求めている。ところ

が長い間「マイホーム」をめぐっては，相反す

る２種類の情報が交錯し，肝心な個別の消費者

は外野席に置かれてきた。

一方の代表である広告には夢や理想が描かれ

ている。大判（B4サイズが多い）の豪華カタロ

グをめくると，ウィズ・ダイン，セントレージ・

エルヴァ，ジオ・トリステージ，ソルビオウス，

サンネストプラボ，エルイデオ，アリビオ，グ

図表５ 鹿児島建築市場のシステム概要

出典：http://www.ben.co.jp/ichiba/syushi/kenchikuI.htm
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レージュなど先端ファッションブランドのよう

なネーミングの住宅プランが誇らしげに掲載さ

れている。他方でテレビの消費者苦情特集番組

や新聞・週刊誌の告発記事などには「住宅ロー

ン地獄」「シックハウスの危険性」「マイホーム

で家族分裂」「欠陥住宅の悲惨な実態」などの暗

澹とした表現が氾濫している状況である。

住宅取引には，消費者にとって不透明な部分

が数多く存在する。これまでは，専門の業者に

重要な情報が偏り，消費者は信じてまかせるほ

かにないという事情が，施工者と販売者の都合

を優先させる温床になってきた。土地や建物の

価格とローン金利が上昇し続けていた時も，そ

れらが下落してきたこの十年ほどの間も，不動

産業者は異口同音に「いまが買い時」と言い続

けてきた。

高額でもマイホームが欲しい。しかし，後悔

はしたくない。それゆえに，マイホームへの関

心は高い。近年ではテレビ番組，雑誌・新聞の

記事，インターネットを通じて，マイホームの

紹介，夢のマイホーム取得のための経済的工面，

有効なマイホーム選択のアドバイス，ハウス

メーカーや不動産物件の広告，マイホーム取得

を題材にしたドラマや映画などの情報も盛んに

流れるようになった。

とくに飛躍的な ITの進歩で，急速に広がり

をみせるインターネットがはたす役割にはめざ

ましいものがある。先述した鹿児島システムの

ほか，インターネットでの建築士コンペ，不動

産取引，建築を考える交流の場などがみられる。

住宅展示場も見直すべき時期にきている。異

なるメーカーの建物を一同に集め，相談もでき

る場ではあるが，遊園地代わりに利用する家族

の娯楽場と化している現実がある。無料で配布

される膨大な資料やハウジングセンターの運営

にかかる費用，日祝だけでなく平日でも待機し

ている営業担当者の給料などは，最終的にだれ

が負担するのか。もちろん，購入する人たちで

ある。

相談は事務所や依頼主の住居で十分であり，

問い合わせはインターネットで済ませられる。

またバーチャルリアリティ技術を駆使した設計

プランのデモのほうが，住宅展示場の非現実的

な間取りに比べて現実味がある。また，近隣の

施工例を紹介してもらうほうが，よほど住み手

にとっては参考になる。今ある展示場を解体す

るのは勿体ない。安価に利用できる宿泊体験施

設にして，余剰の駐車場跡地には娯楽または保

養施設を併設してはどうだろうか。

まとめにかえて

稿を終えるにあたり，今後の課題を明らかに

しておきたい。

現代日本を代表する建築家として世界的に注

目されている安藤忠雄氏は「一つの建築ができ

るまでには，こんな建築をつくりたいという希

望をもつ施主から，その理想と自己の理念を重

ねて考える建築家を含んだ設計チーム，施工者

である建設会社や職人さんたちに至るまで多く

の人びとが関わっていく。人びとが一つの夢に

かけ，エネルギーを一つの方向にうまく導くこ

とができたとき，すばらしい建築が生まれ

る」 と述べている。

たまたま安藤氏の仕事ぶりを追跡したテレビ

のドキュメンタリー番組をみたことがある。絶

えず２桁の企画を平行して抱えながら，法規制，

経済性，安全性，機能性をめぐり複雑に入り組

んだ難問を図面上で解きほぐし，さらに安藤氏

は独自の提案を盛りこんでプロジェクトチーム

のメンバーに指示していく。とくに印象に残っ

たのは，浴室のタイル張りに関して「タイル1枚

の寸法をよく考えて設計しなさい。タイルを

切って施工するのは簡単だが，それだと弱くて，

あとから補修が必要になる。完成した家に住み

続ける施主さんにとっては，たかがタイル1枚
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ではなく，一生の問題になる」という主旨の発

言であった。

安藤氏の「命ある箱づくり」 は，住吉の長

屋，城戸崎邸，六甲の集合住宅などの代表作か

らも明らかであり，社会的責任を踏まえた仕事

ぶりには模範的なマーケティングが実際に息づ

いている。建築分野に限らず IMCをたばねる

マーケターの資質については，機会を改めて検

討したい。

また「メディアはメッセージである」という

主張で有名なマクルーハンは，「衣服が個人の皮

膚の延長で，体温とエネルギーを蓄え伝えるも

のであるとするなら，住宅は同じ目的を家族あ

るいは集団のために達成する共同の手段であ

る」 と述べ，「皮膚の拡張としての衣服は，熱

制御機構であるとともに，社会的に自己を規定

する手段でもあるとみることができる」 と

指摘している。マイホームのシンボリックな側

面を明らかにするための試みについても，調査

の方法を含めて今後の課題としたい。
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